
 

狭山市地域福祉推進計画に基づく 

平成 29 年度取組結果報告書 

 

 

平成 30年 10 月 

狭山市・狭山市社会福祉協議会 

●…市の取組み結果 

○…社会福祉協議会の取組み結果 



■ 狭山市地域福祉推進計画に基づく平成29年度取り組み結果について 

  狭山市地域福祉推進計画(以下「計画」という。)は、狭山市（以

下「市」という。）と社会福祉法人狭山市社会福祉協議会（以下

「社協」という。）が地域住民、地域活動団体とともに、地域福

祉のさらなる推進に向け、互いに協力かつ協働して取り組むため

に平成27年3月に策定しました。平成30年3月末をもって、計画期

間３年目が終わりましたので、計画に基づく平成29年度（市・社

協の）取り組み結果について、報告します。 

計画の基本理念と期間 

  計画の基本理念は「人が人をささえ、みんなにやさしい、元気

なまち」とし、計画期間は、平成27年度から32年度までの6年間で

す。 

３つの基本目標 

  基本理念の下に３つの基本目標を掲げ、地域福祉施策の総合的

かつ計画的な推進を図ります。 

（１）地域住民相互のつながりを深めよう 

（２）地域住民の幸せを深めよう 

（３）地域福祉活動の輪を広げよう 
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基本理念「人が人をささえ、みんなに

やさしい、元気なまち」の実現に向け、

この理念の下に、以下の章・節・具体的

な取り組みを掲げ、地域福祉施策を総合

的かつ計画的に推進します。 
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＜基本理念＞ 

人が人を「さ」さえ、 

みんなに「や」さしい、 

元気な「ま」ち 

＜第１章＞ 

地域住民相互のつながりを深めよう 

＜第２章＞ 

地域住民の幸せを高めよう 

＜第３章＞ 

地域福祉活動の輪を広げよう 

＜第１節＞ 

地域住民相互で助け合おう    P2 

＜第２節＞ 

地域福祉への関心を高めよう   P6 

＜第３節＞ 

地域福祉活動に参加しよう    P12 

＜第１節＞ 

心身を健やかに保とう           P16 

＜第２節＞ 

気になるときは相談・連絡しよう P20 

＜第３節＞ 

特に支援が必要な世帯を見守ろう P26 

＜第１節＞ 

地域福祉活動を育てよう         P32 

＜第２節＞ 

地域福祉活動の輪を広げよう     P35 

＜第３節＞ 

地域福祉活動団体に協力しよう   P40 

＜第４章＞ 

地域福祉を着実に進めるために P45 
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第１章 地域住民相互のつながりを深めよう 

第１節 地域住民相互で助け合おう 

■目標■ 

 

 

 

 

 

■協働の取り組み■ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 25 年度 32 年度 

ご近所づきあいを「日頃か

ら大切にしている」と回答

した方の割合 

29.4％ 増加 

地域住民相互のあいさつや雑談により、ご近

所・地域とのつきあいがさらに深まっていま

す。 

＜市の取り組み＞ 

① 自助に関する意識啓発（新規） 

② あいさつ推進期間の制定（新規） 

③ 災害時要援護者避難支援事業の推進（継続） 

④ 福祉避難所の指定（継続） 

⑤ 防災教育の推進（継続） 

＜社協の取り組み＞ 

① 福祉教育等を活用した地域住民相互のつながりづくり（拡充） 

② 災害時要援護者に対する日頃からの見守り活動の推進（新規） 

③ 災害ボランティアセンター運営スタッフの育成（新規） 

＜第１章＞ 

地域住民相互のつながりを深めよう 

＜第１節＞ 

地域住民相互で助け合おう 
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1.1 地域住民相互で支え合おう 

■取り組み結果■ 

１．市の取り組み 

市の取り組み 平成 29 年度取り組み結果 

① 自助に関する意識啓発 

地域住民一人一人が自助に関

する意識を高められるよう、ま

た、地域住民や地域福祉活動団体

が主体となった地域福祉の推進

が図られるよう、広報します。 

● 地域におけるさまざまな福祉的課題の解決に向けた

協議を行うため、地域福祉推進市民会議を設置し、４回

開催しました。また、地域福祉推進市民会議の検討組織

として３検討会（有償福祉サービス普及検討会、ボラン

ティア活動推進検討会、コミュニティサロンネットワー

クづくり検討会）を設置し、延べ 14 回開催しました。

（福祉政策課） 

 

② あいさつ推進期間の制定 

自治会連合会、民生委員・児童

委員協議会（民児協）、支部社協

等との協働により、新たにあいさ

つ推進期間を検討・制定・広報し、

地域住民のあいさつ運動を側面

から支えます。また、あいさつ運

動を全市的に展開できるよう、広

報します。 

 

● 地域福祉推進シンポジウム「地域のつながりと支え合

いを考える集い」を 6月 17 日(土)市民会館にて開催し、

705 名の参加がありました。「民生委員とわたしたちの

くらし」をテーマに、世代を超えたワークショップを行

い、民生委員任せにしない地域づくりのためには、どう

したらよいかを話し合い、常日頃から近隣住民とあいさ

つを交わし、顔見知りになる関係づくりが大切であるこ

とが確認されました。（福祉政策課） 

③ 災害時要援護者避難支援事

業の推進 

自治会連合会、民児協との協働

により、災害時要援護者名簿（同

意者名簿）登載同意確認書の提出

及び個別避難支援計画書の作成

勧奨を行い、要援護者の災害時の

迅速な助け合いを促します。 

● 各地区の民児協、自治会定例会において事業の進捗状

況や課題、先進事例について報告するとともに、民生委

員及び協定を締結している自治会に配布している災害

時要援護者名簿（同意者名簿）の更新を行いました。ま

た、2月には、平成 29 年災害時要援護者(同意者名簿)

登載同意確認書を新たな対象者向けに送付し、名簿の更

新を行うための準備をすすめました。（危機管理課） 

● 同意書の提出及び個別避難支援計画書の作成勧奨に

向け、自治会と関係課との連絡調整を図りました。（協

働自治推進課） 
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1.1 地域住民相互で支え合おう 

 

市の取り組み 平成 29 年度取り組み結果 

③ 災害時要援護者支援事業の

推進 

● 狭山市民生委員・児童委員協議会では、災害時要援護

者名簿をより効果的なものにするために、地区定例会等

において、名簿の活用方法について話し合いました。（福

祉政策課） 

 

④ 福祉避難所の指定 

指定避難所での避難生活に支

障がある障害者等、要援護者に対

応できる「福祉避難所」について、

特別養護老人ホームや障害者支

援施設等、既存の社会福祉施設を

活用した指定がなされるよう、関

係施設に働きかけます。 

● 平成 30 年 2 月と 3月にそれぞれ事業開始となる市内

の特別養護老人ホームを運営する 2法人と「災害時にお

ける福祉避難所の開設及び運営に関する協定」締結に向

けて調整を行いました。（危機管理課・長寿安心課） 

● 災害発生時、生命の危険に晒される人工呼吸器利用者

の避難を想定し、市内３か所の福祉避難所に配備した人

工呼吸器用バッテリー、充電器、自家発電装置等の災害

用備蓄品の操作の確認について、広報等で告知し、17

名が参加しました。（障害者福祉課） 

 

⑤ 防災教育の推進 

さまざまな地域福祉活動団体

と協働し、日頃から地域とのつな

がりを持ち、災害時の助け合いを

促すための講座、研修会等の地域

福祉事業を開催します。 

 

● 狭山市手話通訳派遣事務所から依頼を受け、出前講座

として聴覚障害をもった高齢者向けに、絵や写真を多用

し、参加者との対話を中心とした講座を実施しました。 

また、狭山市赤十字奉仕団から依頼を受け、狭山市で

起こりうる災害や家庭でできる防災対策など、防災全般

に関する講座を実施しました。（危機管理課） 
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1.1 地域住民相互で支え合おう 

２．社協の取り組み 

社協の取り組み 平成 29 年度取り組み結果 

① 福祉教育等を活用した地域住民

相互のつながりづくり 

小中学校で行われる福祉教育にお

いて、地域住民がボランティアとし

て行う福祉教育を推進するととも

に、支部社協の事業やふれあいサロ

ンを通して、日頃から地域でのあい

さつが交わせるような雰囲気づくり

に取り組み、地域住民相互のつなが

りを広げるよう努めます。 

○ 市内小中学校にて、地域住民ボランティアを中心

に、計 39 回の福祉教育を延べ 2,325 名の児童や生徒

に対し行いました。8月 21 日(月)、社会福祉会館に

おいて、福祉教育サポーター養成講座も開催（参加

者数 4名）したほか、新たな福祉体験教室のメニュ

ーとして「まちの福祉を支える人たち」を開発し、

新たな福祉教育の担い手も増えました。 

〇 地域福祉に関する意識啓発を図り、地域住民相互

のつながりを広げるため、6月 17 日(土)、市民会館

中ホールにおいて、「地域のつながりと支え合いを考

える集い」を開催しました。「民生委員とわたしたち

の暮らし」をテーマに、会場参加型ワークショップ、

パネルディスカッション等を行い、705 名が参加し

ました。 

 

② 災害時要援護者に対する日頃か

らの見守り活動の推進 

災害時における地域住民相互の助

け合いは、災害時を意識した日頃か

らの見守り活動が重要であるため、

その活動内容等を積極的に広報する

など、見守り活動の推進に努めます。 

（平成 29 年度は実績なし） 

 

 

③ 災害ボランティアセンター運営

スタッフの育成 

災害ボランティアセンター立ち上

げ訓練を通して、災害時に地域住民

が災害ボランティアセンターの運営

スタッフとして活動できるよう育成

に努めます。 

〇 平成28年度に台風9号による浸水被害が発生した

ことから、狭山市が大規模災害（水害）に被災した

ことを想定し、7月に 2回、老人福祉センター宝荘

において、水害ボランティアに特化した災害ボラン

ティア養成講座（参加者数延べ 27 名）を開催しまし

た。8月 26 日には、総合防災訓練の一環として、市

民会館において災害ボランティアセンター立ち上げ

訓練を開催し、68 名が参加しました。 
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第２節 地域福祉への関心を高めよう 

■目標■ 

 

 

 

 

 

■協働の取り組み■ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 25 年度 32 年度 

地域福祉計画を「知ってい

る」「名前ぐらいは知ってい

る」と回答した方の割合 

28.1％ 増加 

地域住民における本計画の認知度をはじめ、

地域福祉に関する意識・関心が高まっていま

す。 

＜市の取り組み＞ 

① 協働による地域福祉事業の推進（継続） 

② 会社から地域社会へのライフスタイルの円滑な移行（新規） 

③ 福祉コミュニティの向上等に関する講座等の開催（継続） 

④ 福祉等に関する意識啓発（継続） 

⑤ 広報の推進（継続） 

＜社協の取り組み＞ 

① 協働による地域福祉事業の推進（継続） 

② 福祉教育等のメニュー開拓（継続） 

③ 地域福祉活動団体が行う福祉教育の推進（新規） 

④ 福祉出前講座の実施（継続） 

⑤ 地域住民主体の地域福祉活動の広報（継続） 

＜第１章＞ 

地域住民相互のつながりを深めよう 

＜第２節＞ 

地域福祉への関心を高めよう 
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1.2 地域福祉への関心を高めよう 

■取り組み結果■ 

１．市の取り組み 

市の取り組み 平成 29 年度取り組み結果 

① 協働による地域福祉事業の推

進 

さまざまな地域福祉活動団体と

協働のもと、日頃から地域とのつな

がりを持ち、何かあったときにはお

互いに助け合う意識を高めるため

の講座、シンポジウム、研修会、パ

ネル展等の事業を開催し、地域住民

の福祉に関する意識啓発を図りま

す。特にパネル展は、医療機関や大

学、大型店舗等、集客力のある施設

での開催について検討します。 

 

● 地域福祉に関する意識啓発を図るため、6月 17 日

(土)、市民会館中ホールにおいて、「地域のつながり

と支え合いを考える集い」を開催しました。「民生委

員とわたしたちのくらし」をテーマに、会場参加型

ワークショップ、パネルディスカッション等を行い、

705 名が参加しました。また、3月 30 日(木)から 6

月 16 日(金)まで、4つの期間に分けて、市役所 1階

エントランスホール、狭山元気プラザ、各公民館等

において、「地域のつながりと支え合いを考えるパネ

ル展」を開催しました。29 年度は民生委員制度 100

周年にちなみ「民生委員制度」を紹介しました。 (福

祉政策課) 

 

② 会社から地域社会へのライフ

スタイルの円滑な移行 

会社中心の生活にあった会社員

等が定年退職後、地域に愛着を持

ち、社会的な居場所を自ら確保でき

るよう、ライフスタイルの円滑な移

行を目的とした講座や学習会を開

催します。 

 

● 高齢者や障害者、子育て中の親をはじめ、介護・

介助者、被災者等の悩みや寂しさを抱える人の話を

真摯に聴くことで、相手の心のケアを行う傾聴ボラ

ンティアを養成するための講座を異なる会場で 2講

座（1講座あたり全 10 回）開催し、31 名の傾聴ボラ

ンティアを養成しました。(福祉政策課) 

③ 福祉コミュニティの向上等に

関する講座等の開催 

「生涯学習まちづくり出前講座」

において、さまざまな行政情報を積

極的に提供し、地域・福祉コミュニ

ティに関する意識啓発を図るとと

もに、地域住民と行政が一体となっ

たまちづくりの推進に努めます。 

 

● 「生涯学習まちづくり出前講座」の講座メニュー

表を作成し、公民館等の施設に配置するとともにホ

ームページ等でも広くＰＲし、地域・福祉コミュニ

ティの意識啓発に関する行政情報を積極的に提供し

ました。(社会教育課) 

 

 

 

 

 

 

 

https://kotobank.jp/word/%E5%BF%83%E3%81%AE%E3%82%B1%E3%82%A2-677793#E3.83.87.E3.82.B8.E3.82.BF.E3.83.AB.E5.A4.A7.E8.BE.9E.E6.B3.89
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1.2 地域福祉への関心を高めよう 

 

市の取り組み 平成 29 年度取り組み結果 

④ 福祉等に関する意識啓発 

地域住民一人一人が基本的人権

を尊重し、差別や偏見のない地域

社会をつくるための人権啓発講演

会を開催します。また、障害者を

はじめとする社会的弱者に対する

偏見や差別意識の解消、虐待防止、

認知症への理解、消費者被害防止

等、地域住民の福祉等に関する意

識啓発を図ります。 

● 地域住民の人権問題への理解・関心を深めること

を目的として、平成 30 年 1 月 26 日(金)市民会館に

おいて人権問題講演会を開催しました。女優・タレ

ントの奥山佳恵さんによる「生きてるだけで 100 点

満点！」と題した講演を行い、参加者は 323 名でし

た。 (政策企画課) 

● くらしの移動教室（出前講座）を 10 回開催し、延

べ 224 人が参加しました。また、広報さやまに継続

的に消費者被害等についての情報を掲載するととも

に、福祉担当課、民生委員や地域包括支援センター

等に情報提供や啓発パンフレットの配布を行いまし

た。 (市民文化課) 

● 「虐待する親との治療的関係 －家族のアセスメ

ントを中心にー」として防衛医科大学心理学学科目

教授による講演会を児童支援の関連機関向けに開催

しました。 

  11 月の児童虐待防止推進月間にポスター・リーフ

レットを配布したほか、狭山市駅西口デッキ及び狭

山市駅自由通路への横断幕設置とポスターの掲示、

狭山市駅西口デッキにあるエスカレータの屋根の

LED をイメージカラーであるオレンジ色に点灯しま

した。また、11 月号の広報紙に特集記事を掲載しま

した。(こども支援課) 

● 障害者差別解消法支援地域協議会を開催し、差別

解消法に係る相談事例について情報を共有しまし

た。また、職員向けに研修会をとおして「差別的取

扱いの禁止」と「合理的配慮」の提供について周知

を行いました。 (障害者福祉課) 

● 虐待防止や成年後見制度等について理解を深める

講座を依頼に応じて行いました。 

また、認知症に関する各種講座の開催や地域で認知

症の方を支えるネットワーク作り等について、地域包

括支援センターへの委託により実施しました。(長寿

安心課) 
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1.2 地域福祉への関心を高めよう 

 

市の取り組み 平成 29 年度取り組み結果 

④ 福祉等に関する意識啓発 ● 発達障害（疑）の方を支援する機関（保育所・幼

稚園・子育てプレイス・総合子育て支援センター・

青い実学園・こども支援課等）の職員を対象に障害

の理解とその対応について研修会を実施し30名の参

加がありました。 

また、発達障害（疑）の方や保護者と育児負担を

感じている保護者を対象に、児の特性に合った接し

方や考え方を習得できるようペアレントサポート教

室（4日コース）を実施し、34 名の方が参加されま

した。 (保健センター) 

 

⑤ 広報の推進 

地域住民にとっていつでも、どこ

でも、福祉をはじめとしたさまざま

な行政情報が分かりやすく、利用し

やすく入手できるよう、広報紙や公

式ホームページをはじめ、モバイ

ル、ソーシャルネットワーク等を活

用した情報発信を図ります。また、

障害者が使いやすいようアクセシ

ビリティに配慮した情報発信に努

めます。 

● 毎月 10 日に「広報さやま」を発行し、市民への情 

報提供に努めました。また、デイジー版ＣＤに録音

したものや、点字版の広報さやまを作成し、市内の

視覚障害者に送付しました。 

公式ホームページやモバイルサイト、ＳＮＳなど

を活用し、随時必要な情報発信に努めました。特に

携帯電話を利用した市のホームページ（モバイルサ

イト）では、障害者の福祉ガイドの内容を掲載し、

利用の促進を図りました。 

  また、ホームページは、平成 23 年 3 月に導入した

ＣＭＳ（コンテンツマネジメントシステム）を使い、

アクセシビリティに配慮した情報発信に努めまし

た。 

なお、インターネットを利用していない人でも簡

単に情報が入手でき、Lアラートとの自動連動による

災害時の情報入手媒体としても活用できる、テレビ

埼玉のデータ放送サービスを利用するとともに、家

族や近隣の方などへ声掛けによる情報拡散の協力を

呼び掛けました。(広報課) 
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1.2 地域福祉への関心を高めよう 

２．社協の取り組み 

社協の取り組み 平成 29 年度取り組み結果 

① 協働による地域福祉事業の推

進 

市や地域福祉活動団体と協働し、

地域とのつながりや助け合いに関

する講座、シンポジウム、研修会、

パネル展等の事業を開催し、地域住

民の福祉に関する意識啓発を図り

ます。 

○ 地域福祉に関する意識啓発を図るため、6月 17 日

(土)、市民会館中ホールにおいて、「地域のつながり

と支え合いを考える集い」を開催しました。「民生委

員とわたしたちの暮らし」をテーマに、会場参加型

ワークショップ、パネルディスカッション等を行い、

705 名が参加しました。また、3月 29 日(水)から 6

月 17 日(土)まで、市内各地(市役所 1階エントラン

スホール、狭山元気プラザ、公民館・市民交流セン

ターなど)において、「地域のつながりと支え合いを

考えるパネル展」を開催しました。29 年度は民生委

員制度 100 周年を記念して「民生委員制度について」

を紹介しました。 

 

② 福祉教育等のメニュー開拓 

小中学校等での福祉教育や彩の

国ボランティア体験プログラム等

について、参加しやすいメニューを

開拓することにより、地域福祉への

関心が高まるよう努めます。 

○ 福祉教育では、新たに「まちの福祉を支える人た

ち」というメニューを開発しました。地域をより身

近に理解し、支え合って暮らすことの大切さを伝え

ていくための内容となっています。 

○ 彩の国ボランティア体験プログラムも、受け入れ

先を福祉施設のみでなく、地域の公共施設などにも

広げ、親子で参加できて環境やまちづくりのボラン

ティア活動にも関心が持たれました。 

・彩の国ボランティア体験プログラム 

参加メニュー数 57（提供メニュー数 94） 

参加者数 278 名 

 

③ 地域福祉活動団体が行う福祉

教育等の推進 

PTA による家庭教育・成人教育や

企業による福祉教育等、地域福祉活

動団体が行う福祉教育について、各

種相談等の支援を行うことにより、

福祉教育を推進し、福祉への関心が

高まるよう努めます。 

 

○ 一般企業等からの要請を受け、福祉教育の推進の

ための出前講座を 1回行い、23 名の参加がありまし

た。 
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1.2 地域福祉への関心を高めよう 

 

社協の取り組み 平成 29 年度取り組み結果 

④ 福祉出前講座の実施 

地域福祉に関する出前講座を実

施することにより、福祉のまちづく

りを推進します。 

 

○ 小中学校、高等学校、地域福祉活動団体などに対

する福祉出前講座を開催しました。「社会福祉協議会

について」、「成年後見制度」、「災害ボランティアセ

ンターの取り組み」などであり、30 回実施し、延べ

1,031 名が参加しました。 

⑤ 地域住民主体の地域福祉活動

の広報 

地域住民主体による地域福祉活

動を広報紙等で積極的に紹介し、地

域福祉への関心が高まるよう努め

ます。 

 

○ サロン活動やボランティア活動等、地域住民主体

の地域福祉活動について、社協だよりにて定期的に

掲載するほか、ホームページやフェイスブックを活

用し、地域住民主体の地域福祉活動を 34 回紹介しま

した。 
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第３節 地域福祉活動に参加しよう 

■目標■ 

 

 

 

 

■協働の取り組み■ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 25 年度 32 年度 

地域活動について「特に活

動していない」と回答した

方の割合 

68.0％ 減少 

地域福祉活動に参加する地域住民が増えてい

ます。 

＜市の取り組み＞ 

① 福祉人材の育成（継続） 

② まちづくり等を担う人材の育成等（継続） 

③ 地域福祉活動等情報検索システムの利用促進（継続） 

④ 地域福祉活動団体が行うイベント等の情報発信（継続） 

⑤ 福祉人材養成に向けた協力（継続） 

＜社協の取り組み＞ 

① 企業・大学等が行うボランティア活動への支援（継続） 

② 地域福祉活動団体が行うイベント等の広報（継続） 

③ 福祉人材養成に向けた協力（継続） 

＜第１章＞ 

地域住民相互のつながりを深めよう 

＜第３節＞ 

地域福祉活動に参加しよう 
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1.3 地域福祉活動に参加しよう 

■取り組み結果■ 

１．市の取り組み 

市の取り組み 平成 29 年度取り組み結果 

① 福祉人材の育成 

福祉に関する講座を開催し、傾聴

ボランティアや子育てボランティ

ア、認知症サポーター等、福祉人材

を育成します。 

● 高齢者や障害者、子育て中の親をはじめ、介護・

介助者、被災者等の悩みや寂しさを抱える人の話を

真摯に聴くことで、相手の心のケアを行う傾聴ボラ

ンティアを養成するための講座を 2講座（1講座あ

たり全 10 回）開催し、31 名の傾聴ボランティアを

養成しました。(福祉政策課) 

● 子育て支援サークルへ職員を派遣し、手遊び等の

指導を行い、子育てボランティアを養成しました。 

ボランティア育成の一環として、東京家政大学の学

生ボランティア１6名と造形講座を 2回実施しまし

た。（こども支援課） 

● 第３次狭山市障害者福祉プランに福祉の人材育成

について盛り込み、各公民館等の事業での取り組み

を促しました。（障害者福祉課） 

●  認知症サポーター養成講座を実施し、1,673 人の

認知症サポーターを養成しました。(長寿安心課) 

 

② まちづくり等を担う人材の育成

等 

活力ある地域社会の実現とまちづ

くり活動につながる人材の育成を目

的とする「さやま市民大学」におい

て、まちづくりを担う人材を育成す

るとともに、学びの成果を地域社会

のなかで活かせるよう、適切に支援

します。 

 

● 市民大学では、まちづくりコース、健康・福祉コ

ース、いきがいコースの 3コース 14 講座を実施し、

231 名の修了生を地域社会へ送り出した。 

(協働自治推進課) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

https://kotobank.jp/word/%E5%BF%83%E3%81%AE%E3%82%B1%E3%82%A2-677793#E3.83.87.E3.82.B8.E3.82.BF.E3.83.AB.E5.A4.A7.E8.BE.9E.E6.B3.89
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1.3 地域福祉活動に参加しよう 

 

市の取り組み 平成 29 年度取り組み結果 

③ 地域福祉活動等情報検索システ

ムの利用促進 

地域に点在するさまざまな地域福

祉活動について、地域ポータルサイ

ト「さやまルシェ」において検索・

閲覧できる地域福祉活動等情報検索

システム「ふれあいネット」の利用

を促し、地域住民の福祉活動への参

加促進を図ります。 

● 地域福祉活動について、検索・閲覧できる「ふれ

あいネット」は、事業内容を精査し、平成 28 年度末

に閉鎖しました。(福祉政策課) 

 

 

 

 

 

 

④ 地域福祉活動団体が行うイベン

ト等の情報発信 

地域福祉活動団体をはじめ、医

療・福祉・教育機関が行う地域福祉

関係事業等について、広報紙やホー

ムページ等に掲載し、地域住民の福

祉への参加促進に努めます。 

 

● さまざまな機関・団体が行う地域福祉活動・イベ

ントについて、地域福祉活動推進研究会をはじめと

した地域福祉事業での事例紹介、チラシ配布等、そ

の周知に努めました。(福祉政策課) 

⑤ 福祉人材養成に向けた協力 

市内大学等から現場実習生の受け

入れ要請に積極的に応え、社会福祉

士や看護師等、福祉人材の養成に貢

献します。 

 

● 社会福祉士等を目指す現場実習生を 3名受け入

れ、福祉こども部各課及び長寿安心課にて実習を行

いました。(福祉政策課) 

● 保育士を目指す保育実習生を公立保育所で 38 名

(１実習２週間)受け入れました。 

 看護師を目指す看護学生を公立保育所で27名受け

入れました。 

  高校、大学からインターンシップの学生を 3名受

け入れました。 (保育幼稚園課) 
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1.3 地域福祉活動に参加しよう 

２．社協の取り組み 

社協の取り組み 平成 29 年度取り組み結果 

① 企業・大学等が行うボランティ

ア活動への支援 

企業・大学等からのボランティア

活動の申し入れについて、地域・福

祉施設等との需給調整を行い、企

業・大学等が行うボランティア活動

への支援に努めます。 

 

○ 東京家政大学看護学部の学生による地域福祉活動

を支援するため、老人福祉センター不老荘において、

「カフェナースのたまご」と称した催しとして、館

内の利用者との交流活動を支援しました。 

○ 西武文理大学による福祉職場見学を調整し、老人

福祉センター宝荘やデイサービスでのボランティア

活動の支援を行いました。 

② 地域福祉活動団体が行うイベン

ト等の広報 

地域福祉活動団体が行うイベント

等について、広報紙やホームページ

等で広報することにより、地域住民

の福祉への参加促進に努めます。 

 

〇 さまざまな機関・団体が行う地域福祉に関するイ

ベントについて、地域福祉活動推進研究会をはじめ

とした地域福祉事業でのチラシ配布等、その周知に

努めました。 

③ 福祉人材養成に向けた協力 

市内大学等からの実習生を積極的

に受け入れ、社会福祉士や看護師等

の福祉人材の養成に貢献します。 

また、社協内に社会福祉士実習指

導者養成課程を修了した人材を配置

し、実習生の受け入れ体制を整備し

ます。 

 

〇 社会福祉士の受験資格を目指す実習生 3名（大学

2名、専門学校 1名）の受け入れをしました。  

○ 看護学部の実習生を 20 名受け入れ「社会福祉協議

会」について実習を行いました。 

○ 市役所経由で実習生 2名を受け入れました。 
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第２章 地域住民の幸せを高めよう 

第１節 心身を健やかに保とう 

■目標■ 

 

 

 

 

 

■協働の取り組み■ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 25 年度 32 年度 

暮らしの中での悩み・不安

として「健康・病気」と回

答している方の割合 

51.0％ 減少 

健康づくりに励む地域住民が着実に増えてい

ます。 

＜市の取り組み＞ 

① 健康づくり活動の推進（継続） 

② こころと体の健康づくりの推進（継続） 

③ 介護予防事業の推進（新規） 

＜社協の取り組み＞ 

① 健康づくりに関する広報（新規） 

＜第２章＞ 

地域住民の幸せを高めよう 

＜第１節＞ 

地域福祉活動に参加しよう 
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2.1 心身を健やかに保とう 

■取り組み結果■ 

１．市の取り組み 

市の取り組み 平成 29 年度取り組み結果 

① 健康づくり活動の推進 

健康づくり推進協議会、すこやか

推進員会、すこやか体操普及指導員

連絡会の健康づくり３団体との協働

により、地域における健康づくり活

動を推進します。 

● 11 月 12 日（日）には狭山市自治会連合会と西武

鉄道㈱、狭山市が主催する狭山茶の里ウォーキング

に協力参加した他、12 月 9 日（土）には、健康づく

り３団体が主催する健康づくり講演会を「知ってお

きたい休養の心得」をテーマに市民会館中ホールで

開催しました。 

また、各団体が地域における健康づくり活動を企

画し、料理教室や体操教室、ウォーキングなどに延

べ 68,320 人が参加しました。 (健康づくり支援課) 

 

② こころと体の健康づくりの推進 

疾病予防、こころの健康づくり、

食育に関する意識の普及啓発を図る

ための講座や学習会等を開催しま

す。また、疾病の早期発見・治療に

より、疾病予防、重症化予防に向け

た取り組みをはじめ、こころと体に

関する相談支援体制を推進します。 

● 健康づくり講座や健康づくり推進協議会による料

理教室を通じて、疾病予防につながる望ましい食の

あり方やこころとからだの健康づくり、食育に関す

る意識の普及啓発を図りました。(健康づくり支援

課) 

● 疾病予防については、「すこやかさやま健康カレン

ダー」を全戸配布し検（健）診等の周知を行うとと

もに、疾病の早期発見、治療による疾病予防、重症

化予防に向け、特定健診、がん検診、メタボリック・

シンドロームに対する特定保健指導の実施や、糖尿

病、骨折予防などの教室や相談事業を行いました。 

こころの健康づくりでは、各種イベント時に相談

窓口の情報を入れた普及啓発用ポケットティッシュ

の配布や講演会等を行うとともに、精神科医による

精神保健相談を行いました。 

食育については、乳幼児期では、乳幼児健診等と

同時開催の離乳食講習会やおやつ指導等を通じ食育

指導を、学童期では、小学生のお弁当教室、小中学

生への朝食についてのリーフレットの配布を行いま

した。また、地域等からの依頼による講座や学習会

を行いました。 (保健センター) 
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2.1 心身を健やかに保とう 

 

市の取り組み 平成 29 年度取り組み結果 

③ 介護予防事業の推進 

高齢者等が要支援・要介護状態と

なることを予防するための講座等を

開催します。また、介護保険法改正

に伴う要援護者の総合支援体制づく

りに努めます。 

 

●  介護予防の普及啓発の出前講座等を実施し、参加

者は延べ 4,613 人でした。また「いきいき百歳体操」

指導のボランティアを 29 人養成し、4か所の自主グ

ループの活動を支援しました。 (長寿安心課) 
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2.1 心身を健やかに保とう 

２．社協の取り組み 

市社協の取り組み 平成 29 年度取り組み結果 

① 健康づくりに関する広報 

健やかなこころと体の維持増進に

向けて、健康づくりを中心とするふ

れあいサロン活動の紹介や、支部社

協をはじめ、地域福祉活動団体が開

催する健康づくりに関する講演会を

広報します。 

 

〇 社協に登録しているふれあいサロンのマップを随

時更新し、社協事業及び関連事業の際に配付しまし

た。 

〇 社協入曽支部が開催する健康に関する講演会のチ

ラシを作成するなど、地域福祉活動団体による広報

に協力しました。 
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第２節 気になるときは相談・連絡しよう 

■目標■ 

 

 

■協働の取り組み■ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 25 年度 32 年度 

悩み・不安の「相談できる

人や相談先がない」と回答

した方の割合 

6.7％ 減少 

気になることがあった時には、 気軽に相

談・連絡できる地域が増えています。 

＜市の取り組み＞ 

① 市の相談支援体制の推進（継続） 

② 福祉の総合化に向けた研究（新規） 

③ 地域における相談支援体制の充実（拡充） 

④ 相談支援機関の周知（継続） 

⑤ 地域における高齢者の福祉課題の解消に向けた検討（継続） 

⑥ 要援護高齢者等支援ネットワーク拡充の検討（拡充） 

⑦ 福祉サービスの適正な利用促進に向けた周知（継続） 

＜社協の取り組み＞ 

① 生活困窮者への総合相談体制の整備（新規） 

② 身近な地域でのボランティア相談等の推進（新規） 

③ 成年後見人等への相談支援（新規） 

④ 相談支援機関に関する広報の推進（継続） 

⑤ 地域福祉課題野発見と解決に向けた支援（新規） 

＜第２章＞ 

地域住民の幸せを高めよう 

＜第２節＞ 

気になるときは相談・連絡しよう 
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2.2 気になるときは相談・連絡しよう 

■取り組み結果■ 

１．市の取り組み 

市の取り組み 平成 29 年度取り組み結果 

① 市の相談支援体制の推進 

福祉課をはじめ、市役所内の福祉

部門窓口や市民相談室、保健センタ

ーや青い実学園等において、相談者

の主訴を捉えた適切な相談支援を実

施するとともに、必要に応じて福祉

サービスの手続・助言・案内を行う

など、市における相談支援体制を推

進します。 

 

● 相談支援包括化推進員を配置し、福祉の総合相談

窓口を開設しました。（福祉政策課） 

● 福祉こども部及び長寿健康部職員を対象とした職

員研修を開催し、職員の相談支援スキルの向上を図

りました。(福祉こども部・長寿健康部) 

 

② 福祉の総合化に向けた研究 

本庁舎総合窓口において、地域住

民の転出や死亡等、ライフイベント

に対応した公的福祉サービスの手続

案内が行えるよう検討します。また、

市民サービスの向上に向け、福祉の

総合化に関する研究を進めます。 

 

●「基礎自治体と住民番号～ICT を活用した福祉業務

の未来と被災者支援のあり方～」というテーマで研

修を実施し、各課で保有している《福祉情報の連携

のあり方》とその《情報を活用した福祉現場の業務

改善の可能性》ならびに《被災者支援に福祉情報が

果たす役割》について理解を深めました。（福祉政策

課） 

 

③ 地域における相談支援体制の充

実 

地域包括支援センターや障害者相

談支援事業所、子育てプレイス等、

地域における相談支援体制を推進し

ます。特に、急速に進む高齢化に対

応するため、地域包括支援センター

の相談支援体制を強化します。 

● 相談支援体制の強化のため、地域包括支援センタ

ーの圏域を見直し、５か所ある地域包括支援センタ

ーを６か所に増設しました。 (長寿安心課) 

● 市内３か所の委託相談支援事業所で相談を受ける

ほか、基幹相談支援センターは駅に近く高い利便性

に加え、障害手帳の有無や障害種別にとらわれない

相談を可能とし、充実した相談受付体制としていま

す。また、４か所のサービス等利用計画を作成する

相談支援事業所において、計画相談支援の充実を図

りました。 (障害者福祉課) 

● つどいの広場会議で、各子育てプレイスと情報共

有を図りました。(こども支援課) 

● 利用者支援連絡会議で、子育てプレイス・地域子

育て支援センター等と情報共有を図りました。（こど

も支援課・保育幼稚園課・保健センター） 
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2.2 気になるときは相談・連絡しよう 

 

市の取り組み 平成 29 年度取り組み結果 

④ 相談支援機関の周知 

地域における相談支援機関の役割

や場所、日時等について、広報紙や

ホームページ、リーフレット等によ

り広報し、その周知に努めます。ま

た、地域の相談支援機関において、

福祉講座や各種福祉サービス等に関

する情報が受けられるよう、情報発

信の充実に努めます。 

● 身近な相談員として民生委員・児童委員の活動内

容について、ホームページやリーフレット配布等に

より広報し、周知を図りました。（福祉政策課） 

● 相談支援事業所について、ホームページや「障害

者の福祉ガイド」に掲載し、周知を図っています。

また、各相談支援事業所が利用者に対してライフス

テージを通じた適切な相談支援と情報発信を行える

よう、連携に努めています。(障害者福祉課) 

● 広報さやま、ホームページでの子育て相談周知、

「さやまし子育てガイドブック」の子育て相談機関

一覧にて周知しました。また、子育てプレイス等で

情報が受けられるよう、子育て事業や講座等の内容

をリーフレット配布等により広報し、周知を図りま

した。(こども支援課) 

● 地域包括支援センターにおいて 41,048 件の相談

支援業務を行いました。(長寿安心課) 

 

⑤ 地域における高齢者の福祉課題

の解消に向けた検討 

介護保険法に基づいて、日常生活

圏域ごとに開催する地域ケア会議に

おいて、高齢者の地域における福祉

課題の解消に向けた検討を行いま

す。 

 

● 地域包括支援センターにおいて 20 回の地域ケア

会議を行いました。（長寿安心課） 

● 市主催の自立支援型地域ケア会議を月１回、計 12

回行いました。（長寿安心課） 
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2.2 気になるときは相談・連絡しよう 

 

市の取り組み 平成 29 年度取り組み結果 

⑥ 要援護高齢者等支援ネットワー

ク拡充の検討 

要援護高齢者等支援ネットワーク

（高齢者の日常生活異変に気付いた

地域住民等の連絡により、地域包括

支援センター職員等が安否確認等を

行う仕組み。）について、孤立死防止

の観点から対象範囲の拡充に向けた

検討を行います。また、本ネットワ

ークを活用し、高齢者等に対する情

報発信（意識啓発・注意喚起等）に

ついて研究します。 

 

● 要援護高齢者ネットワークのパンフレットを配布

して、周知を図りました。また、地域包括支援セン

ターから各種団体へ要援護高齢者ネットワークへの

登録や、安否確認、見守りについて協力の依頼に努

め、本ネットワーク登録団体数は 179 団体になりま

した。（長寿安心課）        

 

 

 

 

 

⑦ 福祉サービスの適正な利用促進

に向けた周知 

「生涯学習まちづくり出前講座」

において、さまざまな行政情報を積

極的に提供し、福祉サービスの適正

な利用を促します。また、公的福祉

サービスが利用者に周知され、適切

な利用につながるよう、ホームペー

ジ等での情報発信に努めます。 

 

● 福祉こども部・長寿健康部の各課において、さま

ざまな行政情報を積極的に提供するための講座を企

画し、「生涯学習まちづくり出前講座」に登録しまし

た。（福祉こども部・長寿健康部） 

● 公的福祉サービスの適切な利用を促すため、ホー

ムページ等での情報発信に努めました。(福祉こども

部・長寿健康部) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



- 24 - 

 

 

2.2 気になるときは相談・連絡しよう 

２．社協の取り組み 

社協の取り組み 平成 29 年度取り組み結果 

① 生活困難者への総合相談体制の

整備 

経済的困窮、意思決定に対する障

害等、日常生活に困難さを抱えて社

会的孤立状態にある世帯に対する総

合相談ができるよう、相談支援体制

の整備に努めます。 

 

○ 平成27年4月から施行された生活困窮者自立支援

法に基づく相談支援事業（生活困窮者自立支援事業）

を市から受託し、貸付相談や権利擁護相談と一体的

な相談となるように窓口を設置しました。 

・生活困窮者自立支援事業の新規相談件数：461 件 

・貸付相談件数：293 件 

・権利擁護相談件数：1,102 件 

② 身近な地域でのボランティア相

談等の推進 

地域に密着したボランティア活動

について、情報の収集・発信を行う

とともに、より身近な地域でのボラ

ンティア活動の需給調整ができるよ

う支援体制の整備に努めます。 

 

○ 鵜ノ木地区ボランティアセンターにおいて、毎月

1回の「お茶会」を実施し、延べ 217 名が参加、30

件の相談がありました。民生委員、地域包括支援セ

ンターと共に情報の収集や発信を行いました。 

③ 成年後見人等への相談支援 

成年後見人等である親族や市民後

見人の活動を支援するため、権利擁

護に関する法律相談等の開催に努め

ます。 

○ 弁護士による権利擁護法律相談「あんしん さや

ま」を毎月 1回開設し、34 件の相談がありました。

（34件中 4件が成年後見制度に関する相談でした。） 

○ 職員による権利擁護相談を行い、成年後見人から

の相談（1件）や市民後見人に関する相談（1件）が

ありました。また、成年後見制度の申立支援（49 件）

を行いました。 

 

④ 相談支援機関に関する広報の推

進 

相談内容に応じた相談支援機関や

相談事例の周知等、相談支援機関に

関する広報の推進に努めます。 

 

○ 一般市民を対象に、狭山市ふるさとハローワーク

の前で、生活困窮者自立支援事業概要と相談者の生

の声のパネル展を 2月 20 日から 23 日に開催しまし

た。 

○ 日常生活圏域会議でも、生活困窮の要素がある事 

例の検討も行われるようになりました。 
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2.2 気になるときは相談・連絡しよう 

 

社協の取り組み 平成 29 年度取り組み結果 

⑤ 地域福祉課題の発見と解決に向

けた支援 

支部社協の事業やふれあいサロ

ン、ボランティア活動等を通して、

地域福祉課題の発見と解決に向けた

支援に努めます。 

 

○ 介護保険法における生活支援体制整備事業の第２

層づくりの中で対応しました。 
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第３節 特に支援が必要な世帯を見守ろう 

■目標■ 

 

 

 

 

■協働の取り組み■ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 25 年度 32 年度 

ご近所に住む者として、 

できる範囲で支援したい

と回答した方の割合 

31.4％ 増加 

虐待や孤立、多問題、消費者被害等、特に支

援が必要な世帯に対し、地域での見守りが進ん

でいます。 

＜市の取り組み＞ 

① 要援護世帯総合支援体制の推進（新規） 

② 福祉コミュニケーションサーバーの活用（新規） 

③ 健康福祉部門職員のスキルアップ（継続） 

④ 虐待防止の強化（新規） 

⑤ 成年後見制度の利用促進（継続） 

⑥ 日常生活自立支援事業の利用促進（継続） 

⑦ ごみ処分問題の解消に向けた庁内検討組織の設置・検討（新規） 

⑧ 消費者被害防止に向けた意識啓発（新規） 

＜社協の取り組み＞ 

① コミュニティソーシャルワーカーの配置の検討（新規） 

② 社協職員のスキルアップ（継続） 

③ 権利擁護推進体制の整備・充実（継続） 

④ 権利擁護に関する広報の推進（継続） 

＜第２章＞ 

地域住民の幸せを高めよう 

＜第３節＞ 

特に支援が必要な世帯を見守ろう 
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2.3 特に支援が必要な世帯を見守ろう 

■取り組み結果■ 

１．市の取り組み 

市の取り組み 平成 29 年度取り組み結果 

① 要援護世帯総合支援体制の推進 

公的福祉サービスの不適合等によ

り、さまざまな地域福祉課題を抱え

る世帯に対し、自助、共助、公助の

適切な組み合わせにより、総合的に

支援する要援護世帯総合支援体制

（トータルサポート体制（ＴＳ））を

推進します。特に、同体制を円滑に

進めるため、庁内に要援護世帯総合

支援会議等を設置し、要援護世帯に

対する支援方針の決定、モニタリン

グに取り組みます。 

 

● 相談支援包括化推進員を配置し、福祉の総合相談

窓口を開設しました。また、要援護世帯総合支援体

制（トータルサポート体制）の推進に向けて、関係

機関と検討しました。（福祉こども部・長寿健康部） 

② 福祉コミュニケーションサーバ

ーの活用 

健康福祉部門７課が持つ公的福祉

サービス利用情報を共有するシステ

ム福祉コミュニケーションサーバー

（福祉ＣＳ）により、特に要援護世

帯から発せられるＳＯＳに迅速に対

応するとともに、ケースワーク、各

種公的福祉サービスの手続案内、災

害時要援護者支援事業に活用しま

す。 

 

● 公的福祉サービスの利用有無を検索・閲覧できる

「福祉コミュニケーションサーバー（福祉ＣＳ）」を

活用し、市民の転出・死亡時等の手続案内を関係各

課で行いました。(福祉こども部・長寿健康部) 

③ 健康福祉部門職員のスキルアッ

プ 

市の健康福祉部門職員に対し、制

度理解や対人援助技術、健康福祉部

門の相互連携に関する研修を実施

し、そのスキルアップを図ります。 

● 「基礎自治体と住民番号～ICT を活用した福祉業

務の未来と被災者支援のあり方～」というテーマで

研修を実施し、各課で保有している《福祉情報の連

携のあり方》とその《情報を活用した福祉現場の業

務改善の可能性》ならびに《被災者支援に福祉情報

が果たす役割》について理解を深めました。（福祉政

策課） 
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2.3 特に支援が必要な世帯を見守ろう 

 

市の取り組み 平成 29 年度取り組み結果 

④ 虐待防止の強化 

児童や障害者、高齢者の虐待防止

に向け、広く地域住民に対し、虐待

の定義をはじめ、早期発見・連絡の

必要性等、意識啓発・注意喚起を促

します。 

● 11月の児童虐待防止推進月間に狭山市駅西口デッ

キ及び狭山市駅自由通路へ横断幕の設置とポスター

の掲示を行いました。また 11 月号の広報紙に特集記

事を掲載しました。(こども支援課) 

● 障害者虐待防止センターとして、夜間・休日等年

間を通して 24 時間いつでも連絡を受けられる体制

を整備しています。また、虐待防止に向け、ホーム

ページ等で広く周知を図るとともに、相談支援事業

所と連携して虐待の予防に繋がる相談支援を行いま

した。(障害者福祉課) 

● 地域包括支援センター、居宅介護支援事業所、地

区民生委員、地域住民等と連携し、虐待予防につな

がる相談、訪問などの支援を行いました。(長寿安心

課) 

 

⑤ 成年後見制度の利用促進 

認知症高齢者等をはじめ、要援護

者が安心して生活できるよう、成年

後見制度に関する広報を行い、その

利用促進に努めます。 

 

● 高齢者の成年後見制度の担当窓口として市民から

の相談に乗る中で、8件の市長申立を行いました。(長

寿安心課) 

● 障害者の成年後見制度の担当窓口として、1件の

市長申立を行いました。（障害者福祉課） 

⑥ 日常生活自立支援事業の利用促

進 

福祉サービスの利用手続きや日常

生活の金銭管理等の支援を行う日常

生活自立支援事業の周知を図るとと

もに、円滑な利用を促進します。 

 

● 狭山市社会福祉協議会が行う日常生活自立支援業

務の利用促進のため、125 件の利用料の補助を行い

ました。(長寿安心課) 
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2.3 特に支援が必要な世帯を見守ろう 

 

市の取り組み 平成 29 年度取り組み結果 

⑦ ごみ処分問題の解消に向けた庁

内検討組織の設置・検討 

大量のごみを抱え、自ら処理する

ことが困難な事例が増えている現状

に鑑み、ごみ処分問題の解消に向け

た庁内検討組織を設置し、検討を進

めます。 

 

● 地域福祉推進市民会議において、次期計画改訂に

向けての新たな課題として、空き家やごみ屋敷対策

について検討を行いました。（福祉政策課） 

 

 

 

 

 

⑧ 消費者被害防止に向けた意識啓

発 

消費者被害を受ける高齢者等が増

加していることから、被害防止に向

けた意識啓発を図るとともに、警察

をはじめ、地域福祉活動団体との連

携により、高齢者等への注意喚起を

行います。 

 

● くらしの移動教室（出前講座）を 10 回開催し、延

べ 224 人が参加しました。また、広報さやまに継続

的に消費者被害等についての情報を掲載するととも

に、福祉担当課、民生委員や地域包括支援センター

等に情報提供や啓発パンフレットの配布を行いまし

た。 (市民文化課) 

● 振り込め詐欺被害防止のため、毎月、自治会に対

して、狭山市内の振り込め詐欺被害件数、被害金額、

被害内容及び関連したトピック等を掲載したチラシ

を配布しました。（交通防犯課） 
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2.3 特に支援が必要な世帯を見守ろう 

２．社協の取り組み 

社協の取り組み 平成 29 年度分(実施結果) 

① コミュニティソーシャルワーカ

ーの配置の検討 

制度の狭間や複数の地域福祉課題

により、既存の福祉サービスでは対

応困難な世帯の支援に取り組めるよ

う、窓口相談とともに、地域に出向

き、地域住民と一緒になって地域福

祉課題の解決に努めるようなコミュ

ニティソーシャルワーカーの体制整

備を検討します。 

 

〇 生活困窮者自立支援事業の相談体制において、引

きこもりの人への就労準備支援やゴミ屋敷について

の訪問活動などを実施しました。 

② 社協職員のスキルアップ 

社協職員に対し、地域福祉課題を

発見し、対応するための各種研修を

実施し、職員のスキルアップを図り

ます。 

 

○ 全国社会福祉協議会や埼玉県社会福祉協議会の主

催による研修会に職員を積極的に参加させること

で、職員の相談支援スキルの向上を図りました。（27

名の職員が延べ 143 回の研修に参加しました。） 

 

③ 権利擁護推進体制の整備・充実 

社協による法人後見が地域におけ

るセーフティネットとなるよう、法

人後見の受任体制の整備・拡充に努

めます。また、成年後見制度の利用

に至らない人については、日常生活

自立支援事業で対応ができるよう事

業の整備・拡充に努めます。 

○ 本人や親族による成年後見制度の申立てに際し

て、成年後見人（法人後見）として 2件の受任をし

ました。なお、平成 30年 3 月時点の法人後見受任件

数は 8件（累計 15 件）となります。 

〇 市民後見人養成講座修了者 10 名による社協の法

人後見での活動が 147 回ありました。 

〇 職員による権利擁護相談が 171 件、成年後見制度

の申立支援が 49 件ありました。 
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2.3 特に支援が必要な世帯を見守ろう 

 

社協の取り組み 平成 29 年度分(実施結果) 

④ 権利擁護に関する広報の推進 

成年後見制度に関する講演会や成

年後見制度・日常生活自立支援事業

に関する福祉出前講座等を開催する

とともに、地域福祉活動団体と連携

し、権利擁護に関する広報を推進し

ます。 

 

〇 11 月 26 日（日）、中央公民館において、ＮＰＯや

公民館との共催事業として成年後見制度講演会を開

催し、80 名の参加がありました。「もしもあなたの

身近な人が認知症になったら？！ ～成年後見制度

を知っておこう～親族後見人、市民後見人となった

場合の財産管理のポイントを教えます」というタイ

トルでの成年後見制度の話など、市民に関心を持っ

てもらうように配慮しました。 

〇 福祉出前講座の中で、地域包括支援センターや公

民館主催講座参加者などに対して5回延べ95名へ成

年後見制度や日常生活自立支援事業の説明を行いま

した。 

〇 親族以外の人が成年後見人となることの多い現状

を踏まえて、当人の状況や生活の希望を当人があら

かじめ意思表示できるよう、「私の老後の生き方・暮

らし方ノート」を希望者に配布しました。 

〇 市民後見人や親族後見人を育成するため、「市民後

見人養成講座（実践編）」の開催し、市民 8名が受講

をしました。 
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第３章 地域福祉活動の輪を広げよう 

第１節 地域福祉活動を育てよう 

■目標■ 

 

 

 

■協働の取り組み■ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 25 年度 32 年度 

市の地域福祉活動環境整

備事業補助金の交付を受

けた累計団体数 

10 団体 増加 

コミュニティサロンをはじめとして、地域住

民が主体となった地域福祉活動が増えていま

す。 

＜市の取り組み＞ 

① コミュニティサロンの設立支援（拡充） 

② 新規地域福祉活動団体の設立促進（継続） 

③ 新たな地域福祉活動に関する広報の推進（継続） 

＜社協の取り組み＞ 

① ふれあいサロン等の登録促進（継続） 

② ボランティア団体等の設立支援（継続） 

③ 活動資金についての広報の推進（継続） 

④ 新たな地域福祉活動に関する広報の推進（継続） 

＜第３章＞ 

地域福祉活動の輪を広げよう 

＜第１節＞ 

地域福祉活動を育てよう 
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3.1 地域福祉活動を育てよう 

■取り組み結果■ 

１．市の取り組み 

市の取り組み 平成 29 年度取り組み結果 

① コミュニティサロンの設立支援 

コミュニティサロンが地域に設立

されるよう、地域福祉活動団体に働

きかけます。特に、地域住民を対象

とした多機能型サロンの設立支援に

努めます。 

 

● 地域福祉推進市民会議の下部組織「コミュニティ

サロン活動ネットワークづくり検討会」において、

平成 27 年度に設置した「コミュニティサロン協議

会」の運営協力等を行いました。(福祉政策課) 

● 年度実績なし（長寿安心課） 

② 新規地域福祉活動団体の設立促

進 

地域住民等が主体となり、新たに

見守り、孤立予防、生活支援サービ

ス等をはじめとした活動を行う地域

福祉活動団体の設立促進を図りま

す。 

 

● 地域において新たに地域福祉活動を行う団体に対

し、3年間を限度に補助金（1団体あたり上限 20 万

円／年度）を交付し、4団体の地域福祉活動団体等

の立ち上げを支援しました。 (福祉政策課) 

③ 新たな地域福祉活動に関する広

報の推進 

地域福祉活動団体による新たな地

域福祉活動が広く地域住民に認知・

理解されるよう、福祉関係の各種会

議・研修会での事例紹介、ホームペ

ージへの掲載を推進します。 

 

● さまざまな機関・団体が行う地域福祉活動・イベ

ントについて、地域福祉活動推進研究会をはじめと

した地域福祉事業での事例紹介、チラシ配布等、そ

の周知に努めました。(福祉政策課) 
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3.1 地域福祉活動を育てよう 

２．社協の取り組み 

社協の取り組み 平成 29 年度取り組み結果 

① ふれあいサロン等の登録促進 

設置されたコミュニティサロンが

「ふれあいサロン」として登録され、

地域住民への周知をはじめ、担い手

のスキルアップ、団体相互の情報交

換等に結び付くよう支援します。 

 

○ 社協のふれあいサロン登録制度について福祉講座

等にて周知を行い、6つのサロンが新たに登録しま

した。（登録団体数 46 団体） 

 

② ボランティア団体等の設立支援 

ボランティアスクールや地区福祉

講座の修了者等が新たにボランティ

ア団体を立ち上げる場合のサポート

体制の整備・拡充に努めます。 

○ 新たなボランティア団体設立支援のため、定期的

にボランティアスクールを開催しました。団体とし

ての活動についての情報提供を行い、団体設立支援

に努めました。 

・音訳・朗読ボランティア講座（全 10 回） 

参加者数 24 名 

○ 新たなボランティア活動である子ども食堂への支

援を行い、子ども食堂の運営に役立てる仕組みとし

て、申請いただいた 4団体へ総額 267,000 円の支援

をしました。また、子ども食堂の周知をするための

マップの作成や社協だよりを活用してＰＲを行いま

した。併せて、団体からの運営相談を行いました。 

 

③ 活動資金についての広報の推進 

赤い羽根共同募金の配分や地域福

祉活動団体の活動に対する民間助成

金についての情報を広報し、助成金

等の有効活用が図れるよう努めま

す。 

 

〇 ホームページや社協広報紙への助成金情報の掲

載、及び民間保育施設への助成金情報の郵送によっ

て、関係機関、団体・施設への周知を図りました。 

 

④ 新たな地域福祉活動に関する広

報の推進 

地域福祉活動団体による新たな地

域福祉活動が広く地域住民に認知・

理解されるよう、広報紙やホームペ

ージによる広報を推進します。 

 

〇 さまざまな機関・団体が行う地域福祉活動・イベ

ントについて、地域福祉活動推進研究会をはじめと

した地域福祉事業での事例紹介、チラシ配布等、そ

の周知に努めました。 
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第２節 地域福祉活動の輪を広げよう 

■目標■ 

 

 

 

 

■協働の取り組み■ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 25 年度 32 年度 

他団体・事業者との勉強会や意見交

換会、交流等を『行っている』と回

答した地域福祉活動団体の割合 

78.2％ 増加 

地域福祉活動団体の相互交流・ 

情報共有が進められることにより、

その活動が高まっています。 

＜市の取り組み＞ 

① 地域福祉活動推進研究会の設置（新規） 

② 地域福祉活動団体に対する支援（継続） 

③ 社会福祉会館の利用促進（継続） 

④ 先進的な地域福祉活動に関する情報発信（継続） 

 

＜社協の取り組み＞ 

① ネットワークを活用した地域福祉活動団体に対する運営支援（継続） 

② 当事者団体への活動支援と交流促進（継続） 

③ 無償・有償のボランティアに関する総合的需給調整の推進（継続） 

④ 支部地域福祉活動計画の推進（新規） 

⑤ 地域福祉懇談会（地域福祉意見交換会）の開催（新規） 

＜第３章＞ 

地域福祉活動の輪を広げよう 

＜第２節＞ 

地域福祉活動の輪を広げよう 
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3.2 地域福祉活動の輪を広げよう 

■取り組み結果■ 

１．市の取り組み 

市の取り組み 平成 29 年度取り組み結果 

① 地域福祉活動推進研究会の設置 

地域住民主体による地域福祉活動

をさらに高めるため、地域福祉活動

者の学びと交流の促進を図ることを

目的とした地域福祉活動推進研究会

を設置します。 

 

● 地域福祉活動者の学びと交流を促進するため、地

域福祉推進研究会を 3回開催し、地域福祉活動者延

べ 203 人が参加しました。(福祉政策課) 

② 地域福祉活動団体に対する支援 

障害者団体や子育てサークル、高

齢者の健康増進・いきがい支援等、

地域住民主体による各種の地域福祉

活動団体の活動を支援します。 

● 新たに地域福祉活動を行う団体に対し、3 年間を

限度に補助金（1団体あたり上限 20 万円）を交付し、

その立上げを支援しました。（福祉政策課） 

● 団体等が行う各種イベントの後援名義の許可やＰ

Ｒ、また、準備等の手伝いを必要に応じ行いました。 

(障害者福祉課) 

● 子育て支援団体への子育て支援情報発信、地域に

おける子育て支援活動の円滑な実施及び活性化を促

進することを目的に、団体へ対して補助金の交付を

行いました。(こども支援課) 

● 老人クラブ、狭山市の高齢社会を考える会、青空

の会といった地域福祉活動団体の支援をしていま

す。(長寿安心課) 

 

③ 社会福祉会館の利用促進 

社会福祉会館が地域福祉活動団体

にとってさらに活動しやすい施設と

なるよう、社会福祉会館の利用促進

に向けた環境整備に努めます。 

● 社会福祉会館の管理・運営に社会福祉法人狭山市

社会福祉協議会を平成 26 年度から平成 30 年度の 5

年間、指定管理者として指定しています。 

平成 29 年度は、329 日開館し、延べ 2,330 団体

29,915 人が利用しました。このうち、自主事業とし

て、44 事業を開催し、延べ 8,734 人の参加がありま

した。（福祉政策課） 
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3.2 地域福祉活動の輪を広げよう 

 

市の取り組み 平成 29 年度取り組み結果 

④ 先進的な地域福祉活動に関する

情報発信 

地域福祉活動団体をはじめ、企業

や大学等による先進的な取り組みが

広く地域住民に認知・理解されるよ

う、福祉関係の各種会議・研修会で

の事例紹介、パネル展の開催、ホー

ムページへの掲載等の情報発信に努

めます。 

 

● さまざまな機関・団体が行う先進的な地域福祉活

動・イベントについて、地域福祉活動推進研究会を

はじめとした地域福祉事業での事例紹介、チラシ配

布等、その周知に努めました。（福祉政策課） 
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3.2 地域福祉活動の輪を広げよう 

２．社協の取り組み 

社協の取り組み 平成 29 年度取り組み結果 

① ネットワークを活用した地域福

祉活動団体に対する運営支援 

ふれあいサロンのネットワークや

無償・有償のボランティアのネット

ワークを活用し、運営ノウハウの蓄

積を図るなど、地域福祉活動団体に

対する運営支援の推進に努めます。 

 

○ 事務局を務めるコミュニティサロン活動ネットワ

ークづくり検討会で、狭山市コミュニティサロン協

議会を設立し、年間 2回の定例会を開催しました。 

・コミュニティサロン協議会の参加団体 67 団体 

○ 事務局を務める有償福祉サービス普及検討会で

は、検討会メンバーと共に、新規団体の立ち上げに

係る相談支援体制を整えました。また、利用者の実

態を把握するため、アンケートを行いました。 

   

② 当事者団体への活動支援と交流

促進 

子育て、介護、障害等、お互いの

経験をもとにした相談や地域福祉課

題の解決に向けた取り組みを行う当

事者団体への活動支援をするととも

に、当事者団体相互の交流の促進に

努めます。 

○ 申請のあった登録サロン 24 団体に対し、備品購入

費や活動費、会場費等について総額 1,140,545 円の

助成を行いました。 

○ 登録サロン全団体（46 団体）に対し、ふれあいサ

ロン傷害補償の保険料助成を行いました。 

○ 夏期、歳末の時期に障害者団体等が行う活動や事

業、民間保育施設で行う子育て支援、子育て相談等

の活動や事業に対し補助金を交付し、対象とする団

体の活動強化、活動の推進を図りました。夏期には

7団体へ総額 800,000 円の支援を、歳末には 4団体

へ総額 100,000 円の支援をしました。 

 

③ 無償・有償のボランティアに関

する総合的需給調整の推進 

ボランティアセンターの機能強化

のため、無償・有償のボランティア

に関する需給調整が効果的に行われ

るよう総合的な需給調整の推進に努

めます。 

○ ボランティア活動希望者及び支援が必要な方双方

に対して、相談を受ける中で、必要に応じて、無償・

有償のボランティアについて情報提供を行いまし

た。 

・ボランティアセンター 

需給調整件数 1,149 件（2,191 回） 

活動人数 3,631 名 

・有償福祉サービス「ささえあい狭山」 

活動件数 9,271 件 

活動人数 1,313 名 

④ 支部地域福祉活動計画の推進 

支部地域福祉活動計画の推進のた

め、支部社協と連携し、支部地域福

祉活動計画の進行管理に努めます。 

 

○ 6 月に開催した正副支部長会議にて各支部社協に

進捗管理・評価シートの作成を依頼しました。12 月

に開催した正副支部長会議にて各支部地域福祉活動

計画の評価結果報告書を報告し、ホームページで公

表を行いました。 
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3.2 地域福祉活動の輪を広げよう 

 

社協の取り組み 平成 29 年度取り組み結果 

⑤ 地域福祉懇談会（地域福祉意見

交換会）の開催 

地域または地域住民が抱える福祉

課題を共有し、その解消や緩和に向

け、支部社協の圏域において、次期

地域福祉推進計画作成のため地域福

祉懇談会（地域福祉意見交換会）を

開催します。 

 

○ 介護保険法における生活支援体制整備事業の一環

で、支部社協のエリアを単位に第 2層づくりに向け

た住民支え合い勉強会を 8エリアで 19 回開催し、福

祉課題の共有を図りました。 
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第３節 地域福祉活動団体に協力しよう 

■目標■ 

 

 

 

 

■協働の取り組み■ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 25 年度 32 年度 

民生委員・児童委員の役割

を知っていると回答した

方の割合 

48.0％ 増加 

自治会や民生委員・児童委員、支部社協等の

活動を理解し、協力する地域住民が増えていま

す。 

＜市の取り組み＞ 

① 地域福祉活動団体への支援（継続） 

② 地域福祉活動の推進に関する広報（継続） 

③ 民生委員・児童委員の確保（拡充） 

④ 民生委員・児童委員活動の見直し（拡充） 

⑤ 地域福祉活動団体相互の意見交換（新規） 

⑥ 自治会の加入促進（継続） 

＜社協の取り組み＞ 

① 支部社協の活動への支援（継続） 

② 民児協への支援（継続） 

③ 自治会等が行う地域福祉活動への支援（新規） 

④ 地域福祉活動団体のリーダーに対する研修支援の推進（新規） 

⑤ 支部社協の事業への参加促進（継続） 

⑥ 社協活動への理解の促進（新規） 

＜第３章＞ 

地域福祉活動の輪を広げよう 

＜第３節＞ 

地域福祉活動団体に協力しよう 
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3.3 地域福祉活動団体に協力しよう 

■取り組み結果■ 

１．市の取り組み 

市の取り組み 平成 29 年度取り組み結果 

① 地域福祉活動団体への支援 

地域福祉活動に取り組む自治会連

合会、民児協、支部社協等の活動を

支援します。 

● 支援を必要とする方々に対する初期相談と相談支

援機関へのつなぎ、見守り等、地域の社会福祉活動

を行う民生委員・児童委員（主任児童委員を含む。

本年度末現在 238 名）に対し、民生委員・児童委員

謝礼金として 24,816,500 円を支給しました。また、

民生委員に対する研修をはじめ、高齢者世帯調査や

こんにちは赤ちゃん事業等、市からの依頼により活

動する民生委員・児童委員協議会に対して活動費と

して 5,710,000 円を補助しました。（福祉政策課） 

● 地域福祉の推進を目的とする中心的な団体である

社会福祉法人狭山市社会福祉協議会に対し、運営費

として 80,000,000 円、事業費として 5,000,000 円を

補助しました。(福祉政策課) 

● 地域活動に取り組む自治会連合会等への支援とし

て、各自治会に対して自治運営費補助金 38,886,330

円(121 自治会)を交付し、自治会連合会の運営補助

金として、1,936,000 円を交付しました。また、市

と自治会との連絡調整事務を担う自治協力員(121自

治会)に対して自治協力員報酬 25,920,001 円を支給

し、自治協力員を補佐する自治協力員代理者を世帯

数(150 世帯に１名)に応じて設置し、謝礼金として、

7,033,337 円を支給しました。（協働自治推進課） 

 

② 地域福祉活動の推進に関する広

報 

地域福祉活動に取り組む自治会連

合会、民児協、支部社協の意義や役

割について、地域住民の理解が深め

られるよう広報します。 

 

● 狭山市民生委員・児童委員協議会では、新茶まつ

において、民生委員活動の普及啓発を図りました。

(福祉政策課)  
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3.3 地域福祉活動団体に協力しよう 

 

市の取り組み 平成 29 年度取り組み結果 

② 地域福祉活動の推進に関する広

報 

 

● 市民相互の親睦を深め、市民の健康増進とまちの

賑わいを創出することを目的に、「狭山 茶の里ウォ

ーキング」を開催し、地域住民に対して自治会連合

会活動への理解を深めました。(協働自治推進課) 

 

③ 民生委員・児童委員の確保 

民生委員推薦会が定める方針のも

と、地域福祉活動団体との連携によ

り、民生委員・児童委員の定数確保

に努めます。特に、その欠員が長期

にわたって生じている地区について

は、候補者選出方法の見直しを図り

ます。 

 

● 民生委員等候補者に対する審査をはじめ、民生委

員等一斉改選に関する内申方法を決定する民生委員

推薦会を 2回開催しました。また、欠員が長期にわ

たり生じている新狭山地区においては、地区推薦会

を 1回開催し、欠員充足に向けた取り組みを進め、

欠員を 1名減員することができました。その結果、

民生委員・児童委員（主任児童委員を含む）の平成

29 年度末人数は 238 名（欠員 6名）となりました。

(福祉政策課) 

④ 民生委員・児童委員活動の見直

し 

民生委員・児童委員は、法令等に

より、県や市、社協からの依頼事項

が年々増加していることから、民児

協と市職員との意見交換会を開催

し、依頼事項を見直すなど、その負

担軽減に向けた取り組みを進めま

す。 

 

● 年々増加する民生委員への依頼事項を軽減させる

ために、関係機関と民生委員との意見交換会を開催

しました。また、平成 29 年 1 月から全地区の民生委

員代表よる「民生委員活動適正化委員会」において、

民生委員活動の負担軽減について検討し、8月に意

見をとりまとめました。「民生委員活動に対する意見

のとりまとめ」については、各地区民児協に報告す

るとともに、関係機関にも周知し、依頼事項の見直

しをお願いしました。(福祉政策課) 

⑤ 地域福祉活動団体相互の意見交

換 

自治会連合会役員及び民児協役員

による意見交換会を定期的に開催

し、共通する地域福祉課題の解消に

向け、検討を行います。 

 

● 自治会連合会役員と民生委員・児童委員協議会役

員による意見交換会については、民児協及び関係課

との検討の結果、平成 29 年度は開催を見送りまし

た。(福祉政策課) 
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3.3 地域福祉活動団体に協力しよう 

 

市の取り組み 平成 29 年度取り組み結果 

⑥ 自治会の加入促進 

地域の最小単位であり、最も身近

な地域コミュニティを担う自治会

は、日頃はもとより災害時における

迅速な助け合い組織の要となること

から、地域住民の自治会加入促進に

むけた広報を行います。特に、講座

やシンポジウム、研修会等、地域福

祉関係事業の参加者に対し、自治会

加入に向けた周知に取り組みます。 

 

● 市民課に協力依頼し、市民課窓口において、転入

手続きの際に渡す資料として自治会加入促進チラシ

を一緒に配付してもらい、自治会加入を促しました。

（協働自治推進課） 

 

 

 

２．社協の取り組み 

社協の取り組み 平成 29 年度取り組み結果 

① 支部社協の活動への支援 

支部社協の活動に関し、福祉委員

のあり方や圏域内の地域福祉活動団

体との協力体制のあり方について検

討し、支部社協の身近な互助機能が

効果的に発揮できるよう支援に努め

ます。 

 

○ 支部社協の中長期計画である支部地域福祉活動計

画（平成 27 年度～平成 32 年度）の自己評価を行い

ました。 

 

② 民児協への支援（継続） 

社協の事業で民生委員・児童委員

の活動に役立つ内容について紹介を

するなど、民児協への支援に取り組

みます。 

○ 民児協への助成金を交付しました。 

○ 新たに民児協との意見交換会を実施しました。 

○ 8 月 23 日（水）、市民会館小ホールにおいて、民

児協全体研修会（参加者 203 名）の中で講師を務め

ました。 

○ 市共催事業である地域のつながりと支え合いを考

えるパネル展において民生委員活動の紹介を行いま

した。また、地域のつながりと支え合いを考える集

いにおいて「民生委員とわたしたちの暮らし」とい

うテーマで開催しました。 
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3.3 地域福祉活動団体に協力しよう 

 

社協の取り組み 平成 29 年度取り組み結果 

③ 自治会等が行う地域福祉活動へ

の支援 

地域コミュニティを担う自治会等

が行う地域福祉活動を支援するた

め、助成制度の整備・充実に努めま

す。 

 

○ 地域が元気になるため、地域を応援する仕組みと

して、地域の課題解決のための活動する連合自治会、

単位自治会を中心として申請いただいた8地区12団

体へ総額 1,000,000 円の支援をしました。 

④ 地域福祉活動団体のリーダーに

対する研修支援の推進 

地域福祉活動団体のリーダーに対

し、それぞれの団体に応じた研修情

報の提供や有償の研修参加費の助成

を行うことにより、地域に先進的な

福祉活動の情報を還元できる仕組み

づくりに努めます。 

 

○ 平成 29 年 11 月 30 日（木）～12 月 1 日（金）、日

光市において開催された「全国校区・小地域福祉活

動サミット」へ、市 3名と社協役職員 8名の外、地

域福祉活動者 15 名と研修に参加しました。 

 

⑤ 支部社協の事業への参加促進 

支部社協が行っている事業に参加

し、また、その担い手となれるよう、

支部社協の事業について、地域住民

や関係機関に広報します。 

○ 支部社協が発行した「支部社協だより」を社協ホ

ームページで周知しました。（入曽、水富、新狭山、

狭山台） 

 

 

 

 

⑥ 社協活動への理解の促進 

社協の相談機能やネットワーク等

の社会資源が有効に活用されるよ

う、社協の組織や事業展開等の現況

を地域住民等にわかりやすく伝え、

社協活動への理解の促進に努めま

す。 

 

〇 社協のＰＲのため、オリジナルピンバッジの作

成・配布をするとともに、公式 Fecebook を開設しま

した。 
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第４章 地域福祉を着実に進めるために 

 

 

 

市・社協の取り組み 平成 29 年度取り組み結果 

１．地域福祉施策の進捗管理 

市及び社協は、本計画に位置付けた取

り組みが着実かつ計画的に実行している

か、検討・評価するため、「地域福祉推進

市民会議」及び「地域福祉推進機関連絡

会議」を設置します。これら両会議をは

じめ、市及び社協は、いわば「地域福祉

を推進する４つの駆動輪」であり、常に

同じ方向に向き、かつ整合を図り、それ

ぞれにおいて地域福祉を強力に進めま

す。  

 

(1)地域福祉推進市民会議 

地域福祉推進市民会議（市民会議）は、

地域住民、地域福祉活動団体の役員、知

識経験者で構成し、市長及び社協会長が

任期を定めて委嘱します。 

 市及び社協は、本計画に位置付けた各

取り組み状況について、市民会議に毎

年報告し、意見を求めます。 

 市民会議は、この報告があったときは、

協議の上、必要に応じて市及び社協に

意見を述べます。 

 市民会議での意見は、地域福祉推進機

関連絡会議に報告します。 

 地域福祉に関する個別具体的な課題の

解決、または地域福祉活動をさらに高

めるため、市民会議の下に検討会及び

研究会を設置します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

● 地域福祉推進市民会議を平成 27 年 4 月に設

置し、14 名を委嘱しました。 

 平成 28 年 3 月 31 日任期満了に伴い 14 名を

解職し、15 名の委嘱の手続きを進めました。 

  

● 地域におけるさまざまな福祉的課題の解決

に向けた協議を行うため、地域福祉推進市民会

議を設置し、４回開催しました。また、地域福

祉推進市民会議の検討組織として３検討会（有

償福祉サービス普及検討会、ボランティア活動

推進検討会、コミュニティサロンネットワーク

づくり検討会）を設置し、延べ 14 回開催しま

した。 

● 本計画の平成 28 年度取り組み状況について

は、平成 29 年度第 3回市民会議において報告

しました。 
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市・社協の取り組み 平成 29 年度取り組み結果 

(2)地域福祉推進機関連絡会議 

 地域福祉推進機関連絡会議（連絡会議）

は、市及び社協職員により構成し、市

長及び社協会長が任期を定めて委嘱し

ます。 

 連絡会議は、市民会議から報告があっ

たときは、協議の上、必要な改善等を

講ずるとともに、必要に応じて市民会

議に報告します。 

 地域福祉に関する個別具体的な課題の

解決、または健康福祉部門に関する基

盤を強化するため、連絡会議の下に幹

事会を設置します。  

 

● 設置に向け、準備を進めました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．地域福祉施策に係る実施状況の公表 

本計画に位置付けた地域福祉施策の実

施状況は、毎年市や社協の公式ホームペ

ージ等に掲載する方法により、公表する

ものとします。 

また、本計画における計画期間の前期

（平成 28 年度）及び後期（平成 31 年度）

において、アンケート調査等を実施し、

本計画に掲げる目標の到達状況を調査す

るものとします。 

 

○ 市及び社協の取り組み結果（平成 29 年度）

は、地域福祉推進市民会議に報告後、ホームペ

ージにて公表予定です。 

○ 地域福祉に関するアンケート調査を、平成

28 年 9 月～10 月に実施しました。 

 ① 市民アンケート調査 

対 象：市民 1,989 名 

   回答率：41.8％ 

 ② 親子アンケート調査 

対 象：小中学生の親子 779 世帯 

   回答率：82.0％ 

 ③ 団体等アンケート調査 

   対 象：地域福祉活動団体 188 団体 

   回答率：59.6％ 
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市・社協の取り組み 平成 29 年度取り組み結果 

３．地域福祉推進のための協働協定 

市及び社協は、本計画に位置付けた取

り組みを進めるにあたり、協働して進め

るべき事業に関し、必要に応じて協議し、

協定（約束）を締結するものとします。 

また、地域福祉を推進していく上で必

要な取り組みに関し、本計画にその位置

付けがない場合は随時協議し、地域福祉

のさらなる推進に努めます。 

 

● 市及び社協は、地域福祉推進計画に位置付け

た事業のうち、両者が一体的に実施すべき事業

について、費用・役割分担を明記した基本協定

並びに平成29年度協定を平成29年 3月に締結

しました。 

 

 

４．次期計画の策定 

本計画における計画期間（平成 27～32

年度）の満了にあたっては、関係法令等

を遵守しつつ、次のとおり次期計画を策

定します。 

（１）平成 31 年度の取り組み 

 次期計画策定機関の設置 

 次期計画策定方針の制定 

 基礎調査の実施（アンケート調査、

ヒアリング等） 

（２）平成 32 年度の取り組み 

 次期計画骨子の制定 

 次期計画案の策定、パブリックコ 

メントの実施 

 次期計画の決定 

 

○ 社会福祉法の改正により、地域福祉計画が各

種福祉計画の上位計画となったことや盛り込

むべき事項が追加されたことから、地域福祉推

進市民会議において計画の見直しについての

議論を開始しました。 

 

 

 

 

 

 

 


